
2014.06.30号
・廃棄物・副産物使用量、６年ぶり３０００万㌧超え
　セメント協会はこのほど、２０１３年度のセメント業界における廃棄物・副産物使用量を集計し20日発行の『セメントハンド
ブック２０１４年版』に掲載した。高炉セメントの販売量が４年ぶりに１０００万㌧を上回ったこともあり、07年度以来６年ぶり
に３０００万㌧を超えて３０２６万５千㌧となった。12年度に比べると６・１％増えた。セメント１㌧当たりの使用量（原単位）は
４８６㌔㌘で04年度以降11年連続で４００㌔㌘以上に達し、前年度より５㌔㌘増加して記録を更新している。

・セメント業界、タンカー１年間で５隻増
　国内セメント業界が保有するセメント専用船（タンカー）は４月１日現在、１２９隻で前年同期より５隻増加した。セメント協会
が20日に発効した『セメントハンドブック２０１４年版』で明らかとなった。総積載量は55万６千㌧で、５・３％増えている。堅調
な国内需要に対応して各社は輸送力増強に努めており、バラトラックの保有台数も増加している。

・全生両連合会が通常総会開催
　全生工組連（阿部典夫会長）と全生協組連（同）は19日、東京・霞が関の東海大学交友会館で14年度通常総会をそれ
ぞれ開催し、13年度事業報告・決算と14年度事業計画・収支予算案等を審議、すべての議案を原案通り承認した。今年
度は、構造改革事業の最終年度にあたり事業の総括を行う。工場集約化を継続して進めるとともに、コンクリート舗装の
普及促進に向けて地区本部や工組の取り組みを支援する。地区本部の強化や災害対策の推進、労働災害防止等にも
取り組んでいく方針だ。

…………………………………………………………………………………………………………………………………
2014.06.23号

・セメント系固化材、記録更新し７９３万㌧に
　セメント系固化材の２０１３年度需要は７９３万４千㌧と、２年連続の７００万㌧超えとなった。12年度に比べると13・０％増
で、記録更新。地区別は四国を除き増加し、12年度に４割増となった東北は６％増、中国の伸び率も10％をわずかに下
回ったが、そのほかは二ケタの伸び。六価クロム溶出抑制型の特殊土用は４８９万５千㌧で16・６％増となり、構成比は12
年度から２・０ポイントアップの61・８％となった。

・栃木県の砕石値上げ、㌧３００円以上で折り合い
　栃木県砕石工業協同組合（青木栄久理事長）の組合員各社は首都圏向けの生コン用砕石・砕砂について着値㌧１００
０円以上を目指した値上げ交渉の結果、４月以降の出荷分から３００円以上の値上げに至った。一部組合員の陥没価格
の是正も進み、市況は改善に向かっている。「各社とも砕石事業で収支均衡またはようやく利益が出始めた段階。東京五
輪特需への対応など将来への投資に踏み切れる原資は確保できていない」（組合員）とし、15年度に向け、運賃アップに
よる傭車ダンプの確保や積載量の適正化など、需要増に対し安定供給の取り組みをユーザーに明示したうえで、積み残し
分の値取りを粘り強く要請する方針だ。

・ジオスターがシンガポールに合弁会社
　ジオスターは11日開催の取締役会で、シンガポールの現地企業２社との合弁契約を締結すること決めた。シンガポールな
ど中長期的にＲＣセグメントの堅調な需要が見込まれる地域の需要捕捉が目的。合弁会社としてシンガポールにＲＣセグメ
ントの販売会社を設立するとともに、マレーシアに同合弁会社の子会社としてＲＣセグメントの製造会社を設立する。

…………………………………………………………………………………………………………………………………
 2014.06.16号

・山口県企業局、工事用道路で１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ
　山口県企業局発注の舗装工事で早期交通開放型コンクリート舗装「１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ」が適用された。宇部市の厚東川
水路橋の改修・撤去のための工事用道路の一部で、「厚東川水路橋改築（工事用道路）工事　第４工区」が工事名。元
請は前田産業（宇部市、前田吉信社長）で、舗装は佐藤渡辺が行った。生コンクリートは片道40分の距離にある、宇部興
産の連結子会社である萩森興産（宇部市、河村光信社長）の宇部工場が製造・出荷。総延長３・15㌔㍍のうち、今回１Ｄ
ＡＹ　ＰＡＶＥを適用したのは１７０㍍。幅員４㍍、施工厚さは15㌢㍍で、約１００㎥の生コンを、６、７、10日の３日間に分けて
打設した。

・東京地区生コン協組、特需対応でワーキング
　東京地区生コンクリート協同組合（吉野友康理事長）は、「特需対応検討ワーキングチーム」を設置する。２０２０年開催の
東京オリンピック・パラリンピックや国土強靭化対策に伴うインフラ整備等の「特需」が見込まれるなか、最大限の供給責
任を果たしていくための調査、条件整備を行うことが目的だ。「オリンピック関連需要については、現時点で詳細な工事計
画等が出ていないが、いずれ出荷対応に追われることになる。その際に円滑な供給体制をとれるよう対応策を検討してい
く」（西森幸夫営業委員長）

・鹿島、高強度低炭素型コンクリートでＣＦＴ
　鹿島は９日、ＣＯ²排出量削減と同時に強度向上を実現したコンクリート充填鋼管（ＣＦＴ）用「鹿島環境配慮型ＣＦＴ充填
（ＫＫＣ）コンクリート」を開発したと発表した。高炉セメントＢ種を鹿島独自仕様に改良した「ＫＫＣセメント」を使用し、粘性を
低減させたことで設計基準強度（Ｆｃ）60Ｎ／ｍ㎡（以下Ｎ）の高強度領域でも鋼管充填が可能な流動性を確保した。コス
トは同一Ｆｃの中庸熱ポルトランドセメントコンクリートと同等。Ｆｃ60Ｎの適用を含め、東京都内のＣＦＴ工事ですでに４件の
施工実績があるという。

…………………………………………………………………………………………………………………………………
2014.06.09号

・住友大阪、各工場で１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ
　住友大阪セメントは５月29日、岐阜県本巣市の岐阜工場で早期交通開放型コンクリート舗装「１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ」の施工
見学会をセメント協会、全国生コンクリート工業組合連合会東海地区本部、岐阜県生コンクリート工業組合と共同で開催
した。東海地区で初めての「１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ」の見学会で住友大阪の社内物件では大阪市のセメント・コンクリート研究所
に続く２件目。関根福一社長（セメント協会会長）は「当社は『１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ』の開発段階から深くかかわっており、年内
に全国の各工場で順次見学会を開催し、周知を図りたい」と述べる。見学会では「１ＤＡＹ　ＰＡＶＥ」の簡便な施工性、補
修物件で想定される狭隘な現場条件への対応を示すため、ホッパーによる生コン打設、簡易フィニッシャーを使用しない高
周波バイブレーターによる締固めを実施した。見学会には東海４県の生コン関係者、道路会社や岐阜県など自治体関係
者約１３０人が参加した。

・出雲地区生コン協組、再資源化事業を検討
　島根県の出雲地区生コンクリート協同組合（14社８工場、福間利行理事長）は生コン由来の産業廃棄物を再資源化し、
これを活用した生コンや埋め戻し材料を製造・販売する体制の構築を検討している。残コン・戻りコンの全量を生コン用骨
材に再生する「ＩＷＡシステム」、スラッジ水を主原料に高流動埋め戻し材を製造する「スラモル」など、「元気な生コンネット
ワーク」（ＧＮＮ）の保有技術を活用する考えだ。

・全生連、ＳＦ工法用製造マニュアル改訂
　全生連（阿部典夫会長）はこのほど、日本スリップフォーム工法協会（ＳＦ工法協会）の協力を得て「スリップフォーム工法用
コンクリート製造マニュアル」を改訂、発刊した。組合員をはじめＳＦ工法協会の会員企業、現場向けに３７００部を配布し
た。同マニュアルの初版は96年に出版され３回目の改訂となる。コンクリート舗装の普及推進の一環として改訂作業を進
め、コンクリート舗装を追加し、最近の知見やデータ、施工事例、配合条件等を盛り込んだ。
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2014.06.02号

・宮城県、公設生コンプラント竣工
　宮城県が公募した公設生コンプラントが５月連休明けに竣工した。気仙沼地区の２プラント（戸倉、本吉）は気仙沼・南三
陸復興生コンＪＶ、石巻地区の２プラント（牡鹿、北上・雄勝）は石巻地区生コンクリート連合体が建設。16年度末までの３
年間、県指定工事への安定供給を担う。コンクリートの打設は秋口から本格化し、来年までの１年間が最盛期になるとみら
れている。

・宇部三菱社長に氣仙副社長
　宇部三菱セメントの社長に氣仙伊作副社長、副社長には上田淳常務取締役が昇格することになった。６月24日開催の
定時株主総会後の取締役会で正式決定し就任する。関谷一眞社長は取締役相談役に就く。

・北渡島生コン協組、新幹線特需で新会社
　北渡島生コンクリート協同組合（５社３工場、中村正己理事長）は６月上旬、エリア内の八雲地区に新会社「北渡島生コ
ンクリート」を設立する。北海道新幹線の札幌延伸工事の本格化に向け、安定供給体制を確保する狙いだ。震災復興な
どを除き、特需に特化した新会社を生コン協組が設立するのは異例だ。工場は組合員の休止工場を新会社が購入し、従
業員も組合員からの出向とする。新幹線工事に特化した工場のため、他の工事には出荷しない。新会社は特需終了に
伴って解散する予定だ。


